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法的期間延長における新型コロナの影響

新型コロナ（COVID－19）は、全世界にパ
ンデミックと公衆衛生の危機をもたらし、世
界中の産業やサプライチェーンに混乱をもた
らしただけでなく、世界中の法システムにも
悪影響を及ぼしました。インドも、その悪影
響を受けた国のひとつです。

パンデミックが始まって以来、インドの裁
判所および行政機関の機能プロセスは深刻な
混乱状態となりました。その混乱を認識した
最高裁判所は2020年３月23日、インドで施行
されている一般法および特別法に規定されて
いる期限を一時凍結する命令を出しました。
この命令の適用は、2020年３月15日から始ま
り、さらなる命令があるまで有効となってい
ました。この命令は主として、裁判所および
行政当局での期限を延長することにより、新
型コロナのパンデミックによって引き起こさ
れた遅延や困難から人々や企業を開放するた
めに決定されました。

以下、それに関連して生じた知的財産関連
の期限の奇妙な問題について説明します。

手続き期限は知的財産権取得プロセスにお
いて非常に重要です。最高裁において命令が
だされたとき、人々は、特許法、商標法、意
匠法などの知的財産権法および規則における
さまざまな期限に自動的延長が認められると
考えました。

しかし、2020年５月に、インド特許意匠商

標庁（CGPDTM）が一連の通知を発行して
混乱が始まりました。さまざまなタイムライ
ンの延長や行為/手続きの完了を一方的に終
了させてしまったのです。一例としては、出
願、意見書提出、手数料の支払いなどの手続
き完了において出願人に15日間という非常に
短い猶予期間を与えたことがあげられます。

幸いなことに、この命令に対して、インド
の弁護士会によってさまざまな裁判所で異議
が申し立てられました。一般市民が、都市封
鎖や移動制限といった厳しい状況の下で生活
していることを考慮するなら、このように短
い庁期限を遵守するよう求めることは非常に
不適切です。

異議申し立てに応え、デリーの高等裁判所
が、インド特許意匠商標庁の通知を差し止め
ました。また当該裁判所はインド特許意匠商
標庁に対し、2020年３月23日の最高裁判所の
命令に準拠する延長ポリシーを作成するよう
要請しました。その結果、インド特許意匠商
標庁では、2020年３月15日以降に期限が到来
する庁期限を、最高裁判所によって決定され
る日付まで延長することになりました。

しかし、事態はそれでは収まりませんでし
た。最近まで、出願日、オフィスアクション
に対する応答、審判請求などの期限は、パン
デミックの影響が強い当分の間、自動的に延
長されると見なされていたのですが、その自
動延長方針が2021年に入り大きく変わったの
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です。

最高裁判所は2021年３月８日、期限の自動
延長を終了させる命令をだしました。同時
に、最高裁判所は、自動延長されてきた期限
がどうなるかについても明らかにしました。

それにしたがい、インド特許意匠商標庁
は、手続き期限の延長を次のように決定しま
した。
�１．期限の計算において、2020年３月15日
から2021年３月14日までの期間は除外され
る。したがって、2020年３月15日の時点に
おいて残存期間がある場合は、その残存期
間が2021年３月15日から適用される。
�２．2020年３月15日から2021年３月14日ま
での間に元の期限がきた場合、実際の残存
期間にかかわらず、一律、2021年３月15日
から90日間の期間が与えられる。
�３．2021年３月15日においてまだ元の有効
期間が残っており、その期間が90日を超え
ている場合は、その残りの全有効期間が適
用される。

上記を念頭に置きながら、以下に具体例を
使って説明します。
�シナリオ１－　PCT出願の国内移行期限
が、2020年３月15日から2021年３月14日の
範囲に入っている場合：上記ポイント２に
基づいて、出願人は2021年３月24日から90
日以内、つまり2021年６月15日以前に移行
する必要がある。
�シナリオ２－ 　オフィスアクションが2020
年３月15日より前に発行され、その応答期
限が2020年３月15日以降の場合：上記ポイ
ント１および２に基づいて、2020年３月15
日からの残りの期間または2021年６月15日
のいずれか遅い方までに応答する必要があ
る。たとえば、オフィスアクションが2020
年１月１日に発行され、応答期間が６か月

である場合、出願人は、2021年７月１日と
2021年６月15日のうちの遅い方、つまり
2021年７月１日までに特許庁に応答する必
要がある 。
�シナリオ３－ 　オフィスアクションが2020
年３月15日以前に発行され、その６か月期
限が2021年３月14日以前にくる場合：ポイ
ント２に基づいて、出願人は2021年６月15
日以前に応答する必要がある。
�シナリオ４－　オフィスアクションが2020
年３月15日以降に発行され、2021年３月14
日以降に６か月の期限がくる場合：ポイン
ト１〜３に基づき、法定の応答期限は2021
年３月14日以降であるため、出願人はその
法定期限までに応答する必要がある。たと
えば、オフィスアクションが2020年11月１
日に発行された場合、2021年５月１日まで
に応答する必要がある。

期限は、知財関係の権利取得プロセスにお
いて重要です。この記事で、新型コロナの影
響下でのインドでの期間延長における混乱を
ご理解いただけたなら幸いです。紙面の関係
上ある程度の説明省略は不可避ですので、実
ケースの具体的な延長期限についてはインド
の代理人に直接お問い合わせください。

Global IP Indiaの創設メンバーで事務
所代表です。インドの弁護士＆弁理士
双方の資格を持ち、特許を含む知的財
産関連の法的経験が10年以上ありま
す。専門は化学工学で、デリー弁護士

会所属。首都ニューデリーに住み、英語、ヒンディー
語、パンジャブ語が堪能で、日本語に関する基礎知識も
有します。趣味は、ドキュメンタリーを観たり、読書し
たり、詩を書いたりすること。学生時代にはクリケット
部員でしたが、今はたしなむ程度で、もっぱら観戦。
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